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アンケート調査の概要アンケート調査の概要

調査時期
 

平成22年10月18日～10月21日

調査方法
 

ＦＡＸ、メール送付による自記入アンケート方式

調査対象
 

税制委員会委員及び税制委員会企画部会委員

（全143社）に送付

回答企業
 

75社から回答（回収率52.4%）

内訳
 
製造業

 
：40社

非製造業： 35社



１１..法人税負担の実質的な軽減を伴う法人税率法人税負担の実質的な軽減を伴う法人税率55％引下げが行われた場合に、今後の％引下げが行われた場合に、今後の

 国内の設備投資に及ぼす影響について国内の設備投資に及ぼす影響について

製造業 非製造業
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２２..法人税負担の実質的な軽減を伴う法人税率法人税負担の実質的な軽減を伴う法人税率55％引下げが行われた場合に、海外事％引下げが行われた場合に、海外事

 業展開に及ぼす影響について業展開に及ぼす影響について

製造業 非製造業

（内訳）

 

・海外事業展開への影響はない：15社

 

・海外事業展開を行っていない：5社

 

・総合的に検討する：5社

 

・その他・わからない：6社
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